
農場ＨＡＣＣＰ認証農場（２／２）（養豚）

北海道

有限会社ビィクトリーポーク長沢農場

有限会社ビィクトリーポーク樽前農場

有限会社西原ファーム

有限会社道南アグロ森農場(◎)(★)

有限会社富樫オークファーム

株式会社ドリームポーク

辻野ポーク有限会社

株式会社ほべつすわいん

トンタス浜中株式会社(◎)

有限会社浅野農場

有限会社中多寄農場 白山農場

有限会社高橋畜産(◎)

農事組合法人十勝ホッグファーム
おおやファーム株式会社

富山県 株式会社シムコ八尾ＧＧＰセンター

長野県
有限会社中村ファーム

株式会社あずみ野エコファーム

岐阜県 有限会社ロッセ農場

愛知県
株式会社春野コーポレーション育種改良事業部

有限会社石川養豚場(◎)

三重県
有限会社一志ピックファーム

有限会社クボタピッグファーム

兵庫県 有限会社高尾牧場

福島県
株式会社木野内ファーム(◎)

株式会社フリーデン都路牧場

神奈川県
江戸屋養豚場

農事組合法人打戻種豚組合(◎)

佐賀県
有限会社永渕ファームリンク黒金農場

有限会社永渕ファームリンク風配農場

熊本県

熊本興畜株式会社本社農場

有限会社高森農場

株式会社佐々牧場第1農場

株式会社佐々牧場第2農場

有限会社コーシン阿蘇大津ファーム

有限会社冨田ファーム

大分県

有限会社福田農園

有限会社九重ファーム

有限会社中川スワインファーム肥育農場

宮崎県

有限会社香川畜産第一農場

有限会社香川畜産第二農場

有限会社第一飼料西都農場

株式会社ナンチクファーム守山細田農場

青森県

株式会社三沢農場三沢肥育農場

株式会社やまはた柏木農場

株式会社木村牧場(◎)
飯田養豚場

岩手県

みなみよーとん株式会社（フリーデングループ）(◎)

株式会社フリーデン大東農場(◎)

株式会社アーク花泉農場(◎)

株式会社アーク藤沢農場(◎)

株式会社三沢農場久慈繁殖農場
全農畜産サービス株式会社東日本原種豚場

宮城県

株式会社サイボク東北牧場(◎)

株式会社シムコ岩出山事業所

株式会社AGRI PRIME

秋田県

有限会社森吉牧場（フリーデングループ）(◎)

ファームランド(◎)

十和田湖高原ファーム(◎)

ポークランド(◎)

バイオランド(◎)

株式会社シムコ大館ＧＧＰセンター

山形県 株式会社大商金山牧場米の娘ファーム

<◆養豚：123農
場>

茨城県

有限会社久慈ピッグファーム本社農場

有限会社山西牧場

有限会社中村畜産(◎)

有限会社山野商事
株式会社広沢ファーム

栃木県
石崎畜産

農事組合法人今市ファーム

群馬県

株式会社大平牧場（フリーデングループ）(◎)

株式会社フリーデン梨木農場(◎)

株式会社フリーデンタカナラ農場(◎)

下仁田ミート株式会社安中牧場

利根沼田ドリームファーム株式会社

群馬県立勢多農林高等学校

千葉県

有限会社下山農場

有限会社ブライトピック千葉・黒潮農場

有限会社ブライトピック千葉飯岡農場

有限会社ブライトピック第一農場

有限会社ブライトピック第二農場

有限会社小堀屋畜産本農場(◎)

有限会社東海ファーム第1・2肥育農場

豊橋飼料株式会社種豚センター

有限会社小堀屋畜産第二農場(◎)

有限会社小堀屋畜産銚子農場(◎)

有限会社比留川畜産

有限会社伊藤養豚鎌数肥育農場

有限会社ATSUTA野手農場

有限会社藤﨑農場

農事組合法人千葉アグリ

宝理養豚肥育農場

株式会社シムコ館山事業所

髙森養豚

株式会社スターピッグファーム東今泉肥育農場

千葉県畜産総合研究センター養豚エリア

木内養豚

小長谷養豚

愛東ファーム株式会社東庄肥育農場

飯田養豚

髙橋養豚肥育農場

江波戸SPF肥育農場

有限会社ピギージョイ第3農場

有限会社ブライトピック千葉銚子農場

鈴木養豚

鹿児島県

南日本畜産株式会社繁殖センター

南日本畜産株式会社肥育センター

有限会社環境ファーム(◎)

南州農場株式会社佐多農場(◎)

農事組合法人霧島高原純粋黒豚牧場

南州農場株式会社根占農場(◎)

株式会社シムコ鶴田事業所

株式会社シムコ阿久根事業所

南州農場株式会社AIセンター(◎)

有限会社仮屋ファーム

有限会社環境ファーム黒豚肥育農場匠の郷(◎)

沖縄県

株式会社沖縄県食肉センター生産部数久田農場

株式会社農業生産法人くにがみ畜産繁殖農場

株式会社農業生産法人くにがみ畜産肥育第1農場

株式会社農業生産法人くにがみ畜産肥育第2農場

株式会社沖縄県食肉センターあぐ～もとぶ第一農場

株式会社沖縄県食肉センターあぐ～もとぶ第二農場

株式会社沖縄県食肉センターあぐ～平良農場

株式会社沖縄県食肉センターあぐ～大宜味農場

◎JGAP家畜・畜産物認証経営体 ：58農場
★農場HACCP認証マーク製品貼付許可：8農場

2019年３月27日現在

農場ＨＡＣＣＰ認証マーク

○乳 用 牛 ： 27農場
●肉 用 牛 ： 42農場
●乳用牛・肉用牛：1農場
◆養 豚 ： 123農場

■養鶏（採卵）： 60農場
■養鶏（肉用）： 13農場

計 ：266農場
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）の数字は、農場HACCP認証取得農場のうち、JGAP家畜・畜産物の認証を取得した農場数
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13

185

農場HACCP認証取得農場数の推移
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ＧＡＰ取得チャレンジシステム、ＪＧＡＰ家畜・畜産物の認証、農場ＨＡＣＣＰ認証の関係

概 要

ＧＡＰ取得チャレンジシステム：GAP認証取得の準備段階として、GAP認証取得につながる取組・項目について、生産者が自己点
検を行い、その内容を第三者が確認する仕組み。

ＪＧＡＰ家畜・畜産物 ： 日本GAP協会により開発されたGAPのスキームの一つで、農場運営、食品安全、家畜衛生、環境

保全、労働安全、人権の尊重及びアニマルウェルフェアの視点から適切な生産工程管理のあり方についてまと
められたもの。

農場ＨＡＣＣＰ ： 畜産物の安全性向上のため、生産農場にＨＡＣＣＰの考え方を取り入れ、家畜の所有者自らがハザードや管理点を設
定し、記録し、生産農場段階の危害要因をコントロールする飼養衛生管理の方法。

農場ＨＡＣＣＰの認証内容

以下の点を農場が設定し、運用、検証及び改善が出
来ていることを認証

環
境
保
全

労
働
安
全

ア
ニ
マ
ル

ウ
ェ
ル
フ
ェ
ア

人
権
の
尊
重

Ｊ
Ｇ
Ａ
Ｐ
の
認
証
内
容

農
場
が
左
記
の
点
に
つ
い

て
基
準
を
満
た
し
て
い
る

こ
と
を
認
証

食品安全、家畜衛生

（家畜伝染病予防法（飼養衛生管理基
準）、食品衛生法等）

必須管理点（ＣＣＰ）の設定
ＨＡＣＣＰ計画の策定

危害要因分析（ＨＡ）の実施
一般的衛生管理プログラム

法
令
・規
則
等

農
場
運
営

GAP取得チャレンジシステム
GAP認証取得の準備段階として、GAP認証取得につながる項目について自己点検を実施

農場ＨＡＣＣＰ認証農場は以下の点に関する審査（差分
審査）の受審によりＪＧＡＰ認証を取得
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【参考】 ＜畜産物＞ 持続可能性に配慮した畜産物の調達基準（概要）
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農林水産物・食品の輸出額の推移

●我が国の農林水産物・食品の輸出は、平成25年から６年連続で増加し、平成30年輸出実績は9,068億円で、
対前年同期比12.4%の増加。

2,680 
3,136 

3,569 
4,431 4,593 

4,966 

農産物
5,661 118 

152 

211 

263 268 
355 

林産物
376 

1,698 

2,216 

2,337 

2,757 2,640 

2,749 

水産物
3,031 

平成24年
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平成25年
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平成26年

2014年

平成27年
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平成28年

2016年

平成29年

2017年

平成30年

2018年

2019年の目標＝１兆円
＋12.4％

(前年同期比)

4,497億円

5,505億円

7,502億円

6,117億円

7,451億円
8,071億円

9,068億円
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牛肉の輸出・輸出先国の推移(金額ベース)
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・ 政府の掲げる農林水産物・食品の輸出額１兆円の目標を前倒しするためには、動物疫上、輸出できる
国・品目を広げ、畜産物の輸出のための環境整備を図ることが重要。

・ 動物検疫に係る輸出解禁については、相手国への解禁要請をした後に、相手国において疾病のリスク
評価がなされ、検疫条件の協議を経て、行われる。

・ 平成28年１月以降は、以下の国等について、輸出規制が緩和・解禁。（令和元年５月現在）

＜主な要件＞

・平成29年９月：解禁・平成28年１月：
豚肉、牛肉とこれらの加工品

・平成28年９月：鶏卵

＜実績＞

＜実績＞

平成28年１月15日～平成3１年3月31日

牛肉：約6.0億円（32トン）
豚肉：約240万円（0.9トン）

牛肉、
豚肉等

国内産
個人
消費

５kg
以内

鶏卵 国内産
個人
消費

30個
以内

上記を満たしたものに、動物検疫所の簡易
証明書（シール形式）を添付

台湾：牛肉の輸出解禁シンガポール：畜産物の携行品
輸出解禁

※財務省貿易統計より

＜主な要件＞

・厚生労働省が認定し、台湾政府
当局が承認した食肉処理施設に
由来すること。

・月齢30ヶ月未満の牛に由来すること。

平成29年9月22日～平成3１年3月31日

牛肉：約62億円（966トン）

※動物検疫所検査実績より

＜主な要件＞

・平成30年５月：解禁

＜実績＞

オーストラリア：牛肉の輸出解禁

・厚生労働省によって認定された
食肉処理施設に由来すること。

・月齢制限なし。

平成30年5月29日～平成3１年3月31日

牛肉：約1.4億円（19トン）
※財務省貿易統計より

諸外国との検疫協議による輸出環境整備について
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１. 輸出が可能な主な品目及び国・地域 （平成31年3月11日現在）

品目 国・地域 貿易量（平成30年）

牛肉

カンボジア、香港、台湾、米国、シンガポール、EU、タイ、マカオ、ラオス、タジキスタン、ベトナム、
マレーシア、カナダ、メキシコ、フィリピン、豪州、UAE、インドネシア、スイス、ロシア、ニュージーランド、
カタール、ミャンマー、バーレーン、ンボモンゴル、アルゼンチン、ブラジル、バングラデシュ、
ウルグアイ等

3,560トン（247億円）

豚肉 香港、マカオ、シンガポール、カンボジア、ベトナム等 2,228トン（11億円）

家きん肉 香港、カンボジア、ベトナム等 9,657トン（20億円）

殻付き家きん卵 香港、シンガポール、台湾、米国、韓国、EU※１等 5,861トン（15億円）

乳
製
品

LL牛乳 香港、台湾、シンガポール、タイ、EU※１等 4,966トン（11億円）

チーズ 台湾、ベトナム、香港、タイ、EU※１等 835トン（12億円）

育児用粉乳 ベトナム、台湾、香港等 5,758トン（86億円）

アイスクリームそ
の他氷菓

台湾、中国、シンガポール、香港、米国、タイ、韓国等 5,612トン（36億円）

牛皮 タイ、韓国、香港、ベトナム、インド、台湾等 9,937トン（13億円）

豚皮 タイ、韓国、ベトナム、カンボジア、香港等 64,573トン（66億円）

○牛肉：中国、韓国、ブルネイ、トルコ、イスラエル、サウジアラビア、クウェート、レバノン、南アフリカ、ペルー、チリ

○豚肉：EU、米国、中国、台湾※２、韓国、タイ、フィリピン、メキシコ

○家きん肉： EU、米国、ロシア、マカオ、中国、台湾、韓国、モンゴル、 シンガポール、インドネシア、フィリピン、マレーシア、バングラデシュ、パキスタン、UAE

○家きん卵： ロシア、マカオ、中国、インドネシア、フィリピン、マレーシア、バングラデシュ、UAE

○乳・乳製品：中国 ○牛・豚原皮：中国、台湾※２、フィリピン※３

資料：財務省「貿易統計」

※１ 今後、厚生労働省が施設認定のための手続きを定める予定
※２ 岐阜県における２例目豚コレラの発生を受けて、台湾は日本全国からの豚肉、豚皮等の輸入を停止中
※３ ５府県における豚コレラの発生を受けて、フィリピンは日本全国からの豚皮等の輸入を停止中

日本からの畜産物の輸出に関する動物検疫の現状

２. 輸入解禁を要請し、協議中の国・地域

日本からの畜産物の輸出に関する動物検疫の現状
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・中国 牛乳・乳製品

・ロシア 牛肉 （施設追加）

・タイ 豚肉

・マレーシア 鶏肉
・米国 鶏肉
・EU 鶏肉
・シンガポール 鶏肉

・中国 牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵
・フィリピン 豚肉
・米国 豚肉
・EU 豚肉
・台湾 豚肉

○ 動物検疫に係る輸出解禁は 、「農林水産業の輸出力強化戦略」において策定された国・地域別の輸出拡大

戦略及び産地の要望を踏まえ、輸出先国・地域への解禁要請をした後、輸出先国・地域において疾病のリスク
評価がなされ、検疫条件の協議を経て、行われる。

○ 検疫協議では、OIE（国際獣疫事務局）が通報対象と定める家畜の伝染性疾病を中心に、輸出先国、地域
及び品目に応じて対象疾病を決定する。
主な疾病は、口蹄疫（牛、豚）、BSE（牛）、アフリカ豚コレラ・豚コレラ（豚）、高病原性鳥インフルエンザ（鶏）。
※ 日本は口蹄疫、BSE、アフリカ豚コレラの清浄国。

○ 加工食品（ハム等）も、検疫協議の対象。

等
等

等

輸出解禁に向けた流れ（平成31年3月27日現在）

輸出先への解禁要請

検疫条件の協議中

※１：家畜衛生体制や疾病の清浄性の評価 ※２：今後、厚生労働省が施設認定のための手続きを定める予定

・韓国 牛肉、豚肉
・インドネシア 鶏肉
・フィリピン 鶏卵
・トルコ 牛肉

輸出先国・地域による
疾病リスク評価(※１)の実施中

動物検疫協議中 輸出解禁済

（平成27年度以降の実績）

・豪州 牛肉、常温保存可能牛肉製品
・ミャンマー 牛肉
・ブラジル 牛肉、牛肉製品等（携帯品）
・タイ 牛肉
（貨物の第３国積み替え、30ヶ月齢制限撤廃）

・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 牛肉・豚肉等、
殻付き鶏卵（携帯品）

・台湾 牛肉、殻付き鶏卵・卵製品
・マレーシア 牛肉
・アルゼンチン 牛肉
・米国 殻付き鶏卵
・韓国 鶏卵
・ウルグアイ 牛肉
・ロシア 牛肉（２施設追加）
・ＥＵ 卵及び卵製品（※２）

乳及び乳製品（※２）
等

約６年（平成１５年以降に解禁された２０カ国の平均）

動物検疫に係る輸出解禁の特徴と流れ
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国・地域名
豚肉（豚足等含む）
輸出先国の対応

輸出実績

香港 岐阜県以外からの輸出再開（9月11日） 6.1億円

マカオ 岐阜県以外からの輸出再開（9月12日） 1.6億円

シンガポール 岐阜県以外からの輸出再開（10月12日） 1.4億円

台湾
日本全国からの輸出再開（9月13日）
日本全国からの輸出停止（11月16日）

0.5億円

カンボジア 日本全国からの輸出再開（10月4日） 0.5億円

ベトナム 岐阜県以外からの輸出再開（9月12日） 0.08億円

我が国における豚コレラ発生後の豚肉（豚足等を含む）及び豚原皮の輸出検疫協議状況

国・地域名 豚原皮輸出先国の対応 輸出実績

タイ 日本全国からの輸出再開（9月12日） 80億円

台湾
日本全国からの輸出再開（9月13日）
日本全国からの輸出停止（11月16日）

21億円

韓国 日本全国からの輸出再開（9月14日、11月16日） 4億円

ベトナム 日本全国からの輸出再開（9月25日） 3億円

香港
岐阜県以外から、又は、国際基準（ウイルス不活
化処理）を満たした豚原皮の輸出再開（9月14
日）

0.6億円

フィリピン 日本全国からの輸出停止（2月11日） 0.4億円

カンボジア 日本全国からの輸出再開（10月4日） 0.02億円

＜平成29年金額ベースで81％が輸出継続＞
※豚原皮の日本からの総輸出額：108億円

＜平成29年金額ベースで95％が輸出継続＞
※豚肉（豚足等を含む）の日本からの総輸出額：10億円

＊資料中の輸出実績はすべて平成29年のもの

（平成31年３月５日現在）

○2018年9月9日、岐阜県において豚コレラが発生。これを受け、我が国は輸出検疫証明書の交付を自主的に停止。同日、輸出
先国に対し防疫措置等に係る情報提供を行うとともに、受け入れ可能な製品や生産地域について確認を実施。書簡、メール
やSMS、国際会議(10/2-4)などあらゆる機会を利用して、防疫措置等の情報提供を継続するとともに輸出再開を申し入れ、
輸出再開が認められた国・品目について順次輸出検疫証明書の交付を再開(10月12日までに全ての輸出先国、製品の輸出
を再開)。

○11月16日、岐阜県において2例目の豚コレラ発生。台湾向け輸出については、16日付けで台湾当局が日本産豚肉等の輸
入停止を公告したため17日付で輸出検疫証明書の交付を停止し、これまでの６例目までの発生状況の詳細や防疫措置情報
を提供し早期輸入再開を求めているところ。
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まん延防止対策発生時には･･･

都道府県
（家畜保健衛生所）

国
（農林水産省）

国（動物検疫所）による
水際措置の徹底

・動物、畜産物等の輸出入検疫

・入国者に対する質問、携帯品の
検査・消毒

発 生 農 場

発生国・地域

人
的
支
援
（
疫
学
調
査
チ
ー
ム
の
派
遣
）

財
政
支
援

財政支援（消毒費用等）

人的支援（専門家、緊急支
援チーム等の派遣）

連携

患畜の早期の発見・通報

・特定症状を呈している家畜を
発見した旨の届出

・患畜等を発見した旨の届出

防疫指針の作成等

発生時に備えた準備

・農場での飼養衛生管理が適正に行わ
れるよう指導・助言、勧告、命令

・補完的に提供する埋却地の準備
・防疫対応に必要な資材の確保、派遣人
員のリストアップ、防疫演習等を実施

農場での飼養衛生管理の徹底
（飼養衛生管理基準等）

・飼養衛生管理基準の遵守

・畜舎等における消毒設備の設置、当該
設備による消毒

・患畜等の焼却・埋却が必要となる場合
に備えた土地、施設の確保等

・家畜の飼養衛生管理状況の定期報告

・患畜等の早期の発見・通報の徹底

家畜の所有者

国の財政支援

・患畜等に係る手当金及び特別手当金（口蹄疫、高病
原性鳥インフルエンザ等のみ）の交付

・必要な防疫措置を講じなかった者に対する手当金及
び特別手当金の減額

・指定家畜に係る補償金、飼料費等の費用の交付

・家畜の死体・汚染物品の焼却・埋却の費用の負担

・移動制限による出荷制限に伴う経済的損失の補塡

都道府県が防疫指針等に
基づき行う措置に協力

防疫方針の決定・改定
（緊急防疫指針の策定）

まん延防止措置

・発生農場周辺の通行の制限・遮断

・家畜等の移動の制限、と畜場の事業の停止等

・消毒ポイントを通行する車両の消毒

・患畜等の所在した畜舎等の消毒、当該畜舎等に
おける消毒設備の設置、当該設備による消毒

・患畜等の速やかな処分（動物福祉に配慮）

・患畜等の死体・汚染物品の焼却・埋却

・指定家畜の予防的殺処分（口蹄疫のみ）

市町村

都道府県
（家畜保健衛生所）

国
（農林水産省）

発生予防対策

家畜伝染病予防法の目的：家畜の伝染性疾病の発生の予防及びまん延の防止により、畜産の振興を図る。

家畜伝染病予防法の概要
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口蹄疫の発生等を踏まえた家畜伝染病予防法改正（平成23年）のポイント

・ 家畜の伝染性疾病の病原体について、的確な管理を行う
観点から、病原体の所持に関する許可制等を導入。

その他

・ 患畜・疑似患畜の届出義務とは別に、農林水産大臣の定め
る一定の症状を呈している家畜の届出義務を創設。

早期の発見・通報

・ 家畜防疫官に、入国者に対する質問、入国者の携帯品の検
査・消毒に関する権限を付与。

・ 平時における家畜の所有者の消毒設備の設置義務を新設
し、畜舎等に入る者の身体、物品及び車両の消毒を徹底。

・ 飼養衛生管理基準の内容に、患畜等の焼却又は埋却が必要
となる場合に備えた土地の確保等の措置を追加。

・ 家畜の所有者に都道府県知事への家畜の飼養衛生管理状況
の報告を義務付け、飼養衛生管理基準を遵守していない場
合、都道府県知事は、指導・助言、勧告又は命令を実施。

発生の予防

・ 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ等の患畜等について
は、特別手当金を交付し、通常の手当金と合わせて評価額
全額を交付。

・ 必要なまん延防止措置を講じなかった者に対する、手当
金又は特別手当金の全部又は一部の不交付又は返還のルー
ルを創設。

・ 都道府県が移動制限等をした場合における売上げの減少
額等の補塡対象となる畜種を家畜全般に拡大。

・ 都道府県による消毒ポイントの設置に要した費用を家畜
伝染病予防費の対象に追加。

迅速・的確な初動対応

・ 口蹄疫のまん延防止のための最終手段として、患畜・疑似患
畜以外の家畜の予防的殺処分を導入。

・ 家畜伝染病の発生時における家畜の所有者の消毒設備の設置
義務を新設し、畜舎等から出る者の身体・車両の消毒を徹底。

・ 消毒ポイントを通行する者の身体・車両の消毒義務を新設。

財政支援の強化

○ 平成22年度の宮崎県における口蹄疫の発生状況や同年度の高病原性鳥インフルエンザの発生状況
等を踏まえ、家畜伝染病の「発生の予防」、「早期の発見・通報」及び「迅速・的確な初動対応」
に重点を置いて防疫対応を強化する観点から、平成23年４月に家畜伝染病予防法を改正。

○ 上記改正のうち、財政支援の強化等については同年７月１日から、入国者に対する質問、飼養衛
生管理基準の内容の追加、一定症状の届出義務等については同年10月１日から、それぞれ施行。
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国内防疫の取組

（１）国は、都道府県と連携して、家

畜伝染病の発生予防やまん延防

止のための取組を実施。

（２）発生予防として衛生管理の徹底

やサーベイランスによる発生状況

の把握、ワクチン接種の指導等を

実施。

（３）疾病の発生時には、まん延を防

止するため感染家畜の処分や移

動制限などを実施。

国内での具体的な取組

・飼養衛生管理の徹底

・発生状況の把握
（サーベイランス）
・正しい知識の普及
・早期発見・早期届出

・感染家畜のとう汰
・移動の制限
・周辺農場の検査

飼養衛生
管理基準

特定家畜
伝染病
防疫指針
ほか

発生予防

早期発見

まん延防止
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（３）（３）（３）

・ 海外からの鳥インフルエンザの侵入を防止するため、発生時には家きん、家きん肉等の輸入を停止。
・ 平成16年２月からは、ペットも含め全ての鳥類について発生国からの輸入を停止。
・ アジア諸国を対象に、本病のまん延を防ぐため、国際機関を通じ、防疫対策を支援。

アジア地域への支援の概要

○“ワンヘルス”による動物疾
病対策・食料安全保障強化事
業

・平成30年度予算額 14百万円
・事業内容
アジア域内の野鳥及び家きん
の鳥インフルエンザの防疫対
策ワークショップの開催、各
国の狂犬病対策の有効性評価、
アジア太平洋地域の獣医組織
能力の強化等

○我が国のSPS関連総合対策プ
ロジェクトのうち「口蹄疫等
越境性感染症の清浄化に向け
た取組」の概要

・平成30年度予算額 82百万円
・事業内容
口蹄疫等防疫ロードマップの
策定、口蹄疫等重要疾病の監
視、情報共有の推進等

海外における高・低病原性鳥インフルエンザの発生状況と
それに伴う我が国の措置
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